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抄録近年ι 児童養護施設では I~I 立支援計磁の策定が義務化され，重要視されてきている。支援計臨の策定
確認・評価iに!立jする業務過程の実態を明らかにするために，我々は全|翠の児童養護施設を対象に質問紙調
査を行った。合計 470Z'Iの職員から問答を持て。統計的分析を実施した。調査の結果，職員はWY定の条件
で自立支援計画に対して肯定的な評定を示した。]つ I~l に，多]椴挽から助言を受ける H寺に職員はより役立っ
ていると許filりする傾向が見られた。 2つ自に ケース会議で支援目標を話し合う機会がある]隊員はより自
立支援計画について肯定的であった。 3つ目に， 自立支援計画iが高頻度で見返される場合に Jíl住民は I~I 立
支援計画が役立っていると考える傾向が見られた。調査の結果から，児童養護施設の生活支援に自立支援
計l闘を活用するためには，児童の支援 I~l 襟を高頻度で時認して。達成状況を効率的に記録・共有できるよ
うな業務環境の愁備が重要である可能性が示唆された。
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I はじめに
児童養護施設は環境上養護を要する児童を入所
させて、 自立のための支援を行うことを目的とし
ている。この自立のための支援とは 1人ひ
とりが健全な社会人として総合的な生活力を習得
できるよう支援していくことであると考えられて
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おり(長谷川， 2007) 施設職員には児童への自
を行うことが求められている。
自立支援には，退所前の高校3年生なととのある
一定の年齢に達した 1寺に特別な場や機会を設けて
行う支援と， 日々の生活支援を通した積み重ね支
援の大きく 2つの視点があり，両方の視点が必要
不可欠であると言われている(谷口， 2011)。し
かし施設i隊員によっては， I~I 立支援は退所を見
据えて始めるものとの認識があり， 日々の生活に
おける支援の横み重ねの重要さについても開解さ
れる必要がある(谷仁1，2011)。
一方で， 自立支援を実施するための l~l 立支援計
回(以下，支媛計画)が策定されているが， 2003 
年に実施された支援計画に関する部査(草!日]，
2003) では，支媛計画の児n~: し 1111 数が年に 1rmと
いう施設が最も多く.定期 I~I<J に活用されていると
は言い難し 1実態であった。その後， 2005年から
は自立支援の質のJilJ二を l=j(¥jとして，すべてのりと
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に対して支援計画の策定が義務づけられるよう
になった(厚生労働省， 2005)口また， I司王手には
におけるより精度の高し=内容を確保する
ことを日的として 「子ども自立支援計画ガイド
ラインJが作成および公開されており，
の策定に関する主主1ilがi主められている
自立支援計IflTI研究会， 2005)。この「子ども自立
ガイドラインjでは，子とともや保護者お
よび関係機関の参加のらf(こ， アセスメント，
計mHの実施，時認-事後許制Ji，見直しとい
った適切な過程に基づいて支援計両が策定される
べきであり噌その体ilJl]を構築することが喫緊の課
題であると述べられている。さらに， 2014年度
からは，児童養護施設を含む社会的養護に関わる
施設における第;三者三の受診が義務化されてお
り(厚生労働省 2014) ，今後ますます策定され
た支援計[lliiの質が社会的にされるようになる
と考えられる。
ただし 児童養護施設における自立支援では，
12! I/~支援に関する考え方が施設!隊員に十分に理解
されないままに，支援計画策定の義務化に関する
法的整備が先行している状態であると考えられ
る。施設職員は児童のケア等のために規定の勤務
時間を超えたi時間外勤務をしている職員も多く
()J子1:.労働省。 2008)，支援討匝iの策定側{確認、・
{ilにIVJする楽:務が本来のI1三支援業務に充てる1寺
1M]を圧迫する ilJ能性も懸念される(谷|二1. 2011)。
そのため，支段言を効率的・効果(1<)に生
へiさj)lJ1-るためのJL休IY0な
されるべきではないかと考えられる。
また. 1'1¥'[.支廷において
ほかに，ケース ども重要な役
;:.IJを11.っているとJ出向されている({0'百点 2010)。
このケース五やケース会議は，支従計画に基
づいた支段を刊行i5・HT.1iliするための逆行管JIj!
務として付:Wtづけられている(ク己?主自立
ilI研究会. 2005)。これらの:業務は、職員が
に対ー するu'm・1:.il支J乏を PDCAサイクル (Plan-
Do-Cbeck-Ac !.Ì on) 等に )il~づいて改善するために
ヨl:~~な業務であると考えられるが. 日立;支援にl立j
おど
連する調 1司. 2003;長谷)1. 2007;谷j二1.
2011)では，これらの関 について して
いない。
したがって，支援計画がその役割であるお
援の質のlilJ_l二に対し，効率的に寄与するために
は，支援計画の策定・確認に関わる業務過
税の実態を切らかにした上で員が;支援計[1lIiを
日常生活支援の積み重ねとして活用していくため
の業務環j克の撃備を;進めていくこと 安である
と考えられる。そこで本初f究では，全1，];:1の
護施設を対ー象に支援計画の実態調査を行い，その
結果から_lJ、下の 2}~~を l明らかにすることを )~j ，めと
する。 1A¥ I~I に，ケース会議やケース記録など支
援計画と関連する業務を含めて調査することで支
援百十回の策定・雑誌・評価に関する業務過程の尖
を Ilj=J らかにすることで、ある。 2 点 I~! に，支援計
ilIiを有効に活用していると許定した員と活JFJで
きていないと許〉屯した!賊員を群分けすることで守
支J愛計同iの策?と.1泊三.{!.. ~こ)ij;jする業務j邑枯!と，
支綬計mTIを1: lこj自mすることにi期する
J[i故員の主蹴1'[0な効果許定との速をi明らかにする
ことである口これによって。 I二|
て有効に活用できているとド定された
iJ!1にして. El 支援の枯みねとし
えン
('_ 
jllii を刻Jヰ~IYJ .効果1'<)にj古nJするための業務環j完の
構築に関する資料を得る口
立方法
1. ;調~対象と調査方法
対象者ij:.全|主!の児討引j包誌に勤務する
処辿!隊員(以下，ケアワーカー)とした。回
の nl，方法は、 IJ] 石ら (2010)を参考に帰化JIlf;fI:
為 ~lil 山法を JFl し 1 た。 illlruおよび椋本の配分手)1的ま
灯、 jごの通りである。まず
会ホームページにおける
2014 iド9)J 点で笠されている 600施設を IJ
集団として. HJ:Jt平 50%. 五千:2 %. 1三頼度 95
%により標本数をしたあi来。 480施設を対象
とした。次に， fJi目言法施設入，yi'~I己主主交 j
労働省， 2014) を参考資料として，
施設協議会の下部組織である 8つのブロ yクにつ
いて，各ブロ yクあたりの入所児童数の比に応じ
て 480の探本を各ブロックに比例配分した。
に，各都道府県あたりの入所児京数の比に花、じて，
各ブ口ックにり当てられた標本を各都道府県に
比例配分した。小舎1IiiJが多いと仮定される
数に比して施設数が多V¥)都道府県において徳本
数が多くなり，大舎fljiJが多いと仮定される
数に比して施設数が少なし¥)都道府:県で標本数が
少なくなることをけることで全i訪ねな実態を把
るためにこのような自己分ブ引去を行った。
の配分をした後，各都道府県内の全施設に 1から
を振り， I¥lIicrosoft Excel @の乱数式をJ'!clv¥て
制り当てられた燃本数に相当する施設を僻作為抽
出した。
l:lJ答する職員によって業務過程が異なる可能
があるため， 1施設あたり 2名を li答者とし
た。熊本として割り当てられた没の施設長宛
に問答者2人分のまt11]紙および返信用封筒を郵送
した口回答者の選定基準として，①業務の実態を
把握することが 1:=1/'1<)であるため「現在，支援計画
の策定を担当していることJ①勤続年数の短し 3
J[ì'正員は業務内存を卜分に把J起していない iiTtJ~t!:，が
あるため[勤続年数3年以上であること j、③性
別による問答の偏りを避けるため「男女 11"，ずつ
であることJという 3つの基準を した。 3つ
に該当するケアワーカーを回答者とする旨
の依頼文を施設長に送付した。 3つの主主準をすべ
て満たすケアワーカーが施設!大jにいなし¥j話合には
①の恭準をi-rtljたせばよい旨を明記した口調査Wjl品j
は 2014年 10)"j ~. 20]4 {F 2月までである。
li~ιイい'された 960 ~Jli:のうち 473 が IDl llx された([i'il
収率 49.3%)。そのうち、[11[芥が多く分析対象
としてがある 32ヰを向日 1た 470架を分析対象と
した(有効1m芥不 49.096)。
2. 調布i勾符
llil 答形式は選択形式と I~II!I 日己述形式を m し 1 た口
実際の質問紙では されている支援!日、立の傾liJ
~t; i'fL養護施設におけるfI:l支援計 1Mの全P'i実態調査
についても併行して調査を行ったが，本研究の目
的から業務過程に関する項 I~l に焦点、化して 11文り 1:，
げる。調査項目は以下の 4つの大項目で構成され
た。①回答者の基本情報:1 'It7)Ij 1 ) J1年齢(I[J
2) J. i勤続年数(I日J3)J i保有する資格(I問4-)_J 
について調王子した。支媛の策定に|立iする
|二I: 1支援計íHUに助言する施設内の i賊経 (I~::J 5 ) j令
「外m~ j])J 1雪者の有;1r~r; 6 ) J. 1策定W_J:の参考資料
(lgJ 7 ) J について調貸した。①支殺計!lliÎ の併i~f1I:!， . 
事後に|期する 1= : 1支援 1=1紫について話し
う機会(I日J8)J.I]主成状況の記jヨー (I日J9)J.1支
の参照頻度 (['/XJ10) J I参照した (I:J
11) J.寺の参考資料 (1lJ12) Jについて謝
した口④支援言十回のYiIj'FJ度にl到する
「支援討同の活用!支の
査した。
(1:lJ jについて調
なお，支綬計画はその機能として「子どもJ1家
庭J1地版社会Jと3つのiHIJmiから情報収集して
総合的に分析-検討するものとされているが(児
自立支援計画研究会， 20(5)，本iJf究で、は児主
義安施設のt'-J二)[j支;震におけるめJIlによりf久点を当
てるため、「子ども」に出iする支援をrl心とした
I~I の構 IJ文とした。
3. 論理的配掘
の保護に|期して，データの取り扱いや撤
回などに関する 1&IVi を質問紙と1Ji:せてj乏十j-し。
質/gJ への田容をもって同;昔、とする旨を明記し
た。なお‘本調査は波大手:大学院人IMj系1i)ヲヒ倫
出委員会の承認を得て d夫施した(課題番号 筑
26-129 )口
4，分析
は調査結果に対してープF，に以一fo)3つ
の分析をfJ'ったの
1 )単純集計
1つ IcIの研究iごいねである l'I ¥'j.支段計jlfjにおける
全体的な業務過程の実態をiりjらかにするために守
各質問以 I~! について単純集計を行った。後数 11 1 1 符
(IVIA) の]封 1I は選択 JJ支ごとに長 1\-1ーを 1; し F~I 芥
83 
子どもの虐待とネグレクト 第18巻第 1号 2016年5n 
を分母として比率を計算した。 順位回答の項
目は 11位」の回答のみを「最も参考にする」と
捉えて集計した。
2) ク口ス集計
単純集計の結果に基づいて各業務過程間の
キI~I却をi明らかにするために， クロス集計を行い，
x検定と残差分析を尉いて統計的に有意である
かを分析した。クロス集計と検定は，以下の 2つ
のに基づいて!@[次行った。①2つ自の研究目
的である各業務過程とi隊員の主観的な効果評定と
の関連を!明らかにするために，活用度の評定の 3
1;:下と基本幸liをi除く全]頁目l習におけるクロス
を行った。②①の作業の結果，支援計画の参照
頻度が職員の主倒的効果評定と大きく関連するこ
とが示されたため e 支援計闘の参照業務と他の業
務)I:Jの関連を明らかにするために，支援計画の参
の3i洋と各項目 1M]におけるクロス集計を行
った。クロス集計と統計的分析には IIBMSPSS 
を使用した。
クロス集計にあたり，以 f~の項目について群分
けの処理を行った。施設内で、助言する職種(問
5)については，単純集計の結果，複数の職種を
選択する回答者が多く見られたため，多くの職種
から助言を受けることを 1つの要素として捉える
ために各選択肢 νで、jしのーついた他数を職種数として
併せて算 i~U した(伊IJ : 1他のケアワーカ-J 1心J]A
職J1管理IJfiltJにメしがついていた場合は 3として
口。その後，平均土 1SDの範i註!となる12JI3J
を 1rl! Jfitl様昨J. I-OJ 11Jを「少職種， 1 4 J 
1-5 Jを「多i段位として 31"(:に分領した。支
を見返した支 (1トi]10) についても，
均土 1SDの範[11にある 2プJYJに 1lulJから「土1":
il:'に 1[1 J までを II-I~l 頻度 11正 11Jから「月
に 111 Jまでを
を「低矧として 31;下にうした。 1古JlJ!支の
主制(1な評定(In]13) については. 4 f:作t守i二j法去ミを j肝I苛;丹3い
たため， i品詰4泌矧H汀1i白主でで、ある 「少少、し{役支I白立J工え;つているJを 「仁
「とても{役支立つているJを
「あまり役立っていないjおよび「ほとんとと役立
っていなl_，iJをとして31洋に分類したc
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に最も参考にする資料 (1/，:]7 )および事後
評価特に最も参考にする資料司 12)については，
選択肢が多岐にわたるため，単純集計ーにおける上
位3つの選択肢に絞った。その他の複数回答は各
選択J支でクロス集計と検定を行った。
3)自由記述の計量テキスト分析
各施設および各j隊員におけAる独自の工夫あるい
は支援計画iの業務について各職員が抱いている
見が， より全体的に業務過程の実態を把握して，
の主観的な効果許定との関連を切らかにする
fこめに
析を行った。 I主
データについても分
データの分析方法に
テキスト分析を用いた(?i~î井ら. 2011)。計量テ
キスト分析とは，テキストデータのような質的テ、
ータを計量的に分析する手法であり，信頼性・客
を向上ふさせながら， データの全体1象を
把握することが可能である(樋仁1，2014)。
テキスト分析のプログラムには coderJ (樋
仁1，2014) を使用した。分析の手としては，
ら (2013) を参考にして以|ごの子阪で行った。 自
由記述をデジタルデータ化した後，形態素に分解
して整理する前処山を行った。 KHcoderの151!?;司
体系における 11=1詩J1サ変名詞J1形容動詞J1回
認J1主IH故 1人名J1地名J1ナイ形容」
認可 In訪日司JIJI三容詞J1高IJ詞jの素を分
析結果の解釈にmし1た。また，筆記による記述副
答のため， 1子どもJ1こどもJ1子供Jなど同じ
を表すが表記が異なるデータは. 1子どもJな
ど]つの記述表現に出き換えの処~I日を行った。
次に， 10 I亘Itj、i二U:IJJ~する頻出認を対象に
全体における共起ネットワークを{ノ1:成して分析を
行った。
似通っ
ネットワークとは克/¥ターンの
すなわち共j起の程度が白[し寸討を
結んだネットワークのことであり 1 刊の関連か
らデータの位を桝宥tすること均すできる(樋仁1.
2(14)。なおマ ;!t起ネットワークで1tJ-長なのは
ば~Lているかどうかで、あり，近くにイlï 出:され
ていてもおj!でまifばれていなし叶??にはし係
がないことに留意する必要がある(樋仁1. 2(14)。
記述された誌の|立j述をもとにカテゴリー{とするこ
とを目的として，比il安的強く結びついている部分
を自動的に検ILUしてグループ分けを行う「サブグ
ラフ検出uを行った。
意書
1.単純集計
回答者の基本情報における単純集計を表]に
示す。回答者の性日IJは j男性jが 50.2%， 1女性」
が 49.8%であった。年ii1令は 130歳代J(38.9 %) 
が最も多く，次いで 歳代J(30.9 % )， 1 40 
feJ (18.3%)であった。勤続年数は '-10年以上
15年未満J %)が最も多仁平均勤続年数
は 10.3年であった。つまり，勤続年数の長い施
設の業務に熟練した職員が多く ITI答していた。保
る資格は.1児童指導員J(51.3 %)が最も多く，
次いで「保育一!二~J (45.5 % )， 1教員免許J(20.2%) 
であった。
支援計匝iの策定に関する }l~ll~1 における
を表2に示す。施設内で助言する職種は， 1管型]靴」
(76.5%) が最も多く，次しエで， 1;心理IJ][故J(62.9%)， 
「他のケアワーカ-J (60.6%)であった。職種数
の昨JIj集計ーでは， 2・31[¥投純程度の 11=二i
職種 (52.8%)が最も多く，次い
で「少!政経昨J(26.9%)， 1多i敵粧群」
(20.3 %)であった。外部助言者の有
:il引之「なしJ(86.3(;'6)カs1ありJ(13.7 
%)よりも多かった。策定時に最も
参考にする資料は， fJi己主の!t 易ITf:ii
における最近の様子J(57.2%) が最
も多く. 訪山、で， 1 のt:J，liJの支援
;1' plI J (27.0 %)， 1児童相談所からの
提供資料(児童京など)J %)で
あった。
質問項1-
Y21'ii:養護施設における自在支持計聞の全問実態調査
表 1 回答者の基本情報における単純集計
1[1答
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IIJ4 :保右す
る資格
(N=466， 
MAJ 
児すぐ指導員
保育士
社会福祉:ト
教員免許
その他
(相会招千1:tl'JT-)
(幼祁:1司教諭)
(*il(干lj保健抗十Jlt)
(介護千百千1:上)
(i:2.1l:'L，jl!:J:) 
(訓}Wf:ili)
(li:I;]ギ心理J!.j:J
(社会教育 t平)
(児立.l:tiTHJl:i{j任1) 
(未分担)
つ
10 
(45.5%) 
05.7%) 
(20.296) 
(14.6()u) 
(5.2%) 
(4.3%) 
(lド治)
(0.9%) 
(0.4 (';6) 
(0.6%) 
(0.6%) 
(049{) ) 
(04%) 
(21%) 
表2 支援計画の策定に関する項巨における単純集計
Irl}{i 度数 jヒ平
IlrJ 5 :施設
内で助言す
るl殻樟
(N=464， 
lVlA) 
{也のクアワーカ 281 (60.6%) 
出心理職 292 (62.9(}() 
竺怯の専門i殻 185 (39.996) 択ヘ 3 
昔王1J1J段 355 (76.59(，) 
!l支 その他 6 (1.3%) 
助言は受けない 5 Cl.1(}(l) 
少i散在fWY: 125 (26‘9(Xl) 
iPド IIJ除{ifWf 245 (52.8%) 
多JfIT1:HUif 94 (2039{)) 
ITfi の{iU;iE-ヰH女王r:10li (こ関す
る EIにおける集計を表3に示
す。支版 1= について話し合う機会
は， r支援目標に焦点化した会議(ケ
ース会議など)J (76.8%)が最も多く、
J大いで吻 1:-1 . i/i業務の1二lでJ(62.0 
l1:j 6 外部
11))亘者の千j今
lr会 (N=460)
1:17 江
1I寺にi14も参
考にする資
料 (N=460‘
在日うj'JIH1¥1:11
幸子)
あり 63 037%) 
なし 397 (863%) 
~Iê. i'lの口、lifOj支:iを;iHlij 12/1 (270%) 
1:分出身が;1';:l'た他y己中:の支援f¥J-li 4 W9%) 
他のli改良が;qv、た他児iその;支;提iJllj (07%) 
~'L~li'i:相談所からのJ2供・託料 u己主 24 なと) 45 (98%) 
y己 tt~の 11=.ili J卦 IÍ!Ï!こおける lrl近の主J~. ( 263 (57.2%) 
他のJllZlcj¥からのJ吉、見 (lS?u) 
外部の i年1"家からの芯凡 (U09()) 
jぺども 1': 支ー+三:，j)'li1jプJイドライン (()之%)
Jiiliii立 í)~((1のHT1!やカ、イトライン 5 (ll%) 
その他 8 (1.7リiJ)
( ~I己誌の J色、 f~) フ (()i1%) 
(未分担) (13%) 
8S 
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%)， 1定期的な会議(職員会議など)J 表3 支援計画の確認・事後評価に関する項自における単純集計
(47.2% )であった。達成状況を記録する
様式は， 1ケース記録(日誌)J (75.6%) IU18 :支緩 1=
が最も多く，次いで 1三l立支援計画iJ(44.7 1索について話
し合つ機会
96)， 1達成状況を記録する専用の書式J (N=466 
(10.3 %)であったが， 1日々の達成;1犬況 M/¥) 
は特に記録しないj も11.5%であった。
支援計画を見返した頻度は， 1半年に 1 nlj 9 :達成状
Lを記録するmlJ (34.7%)が最も多く，次いで 13~ 株式
4カ月に 1IDl J (22.0%)曾「月に 1ITlJ (16.8 .(I~'J~:468. 
M/¥) 
%)であった。参照頻度の群日Ij集計では，
2カ月から半年に llITl程度の「中頻度群J
(63.1%)が最も多く，次いで「低頻度mっ
(23.1%)， 1高頻度昨J(13.8%)であった。
支媛計図ljを見返した翌日!主iは， l'子どもの
支援目標を確認するためJ(80.2%)が最
も多く，次いで、「書類作成のためJ(47.2 
96)， 1会議などで見ることが決められて
いるためJ(12.9%) であった。事後許fI!i
1I寺に最も参考にする資料は， 1児童の生
出場原における最近の様子J(68.6%)が
最も多く 次いで「ケース記録(日誌)
の記述内容J07.8%)守「他の職員からの
2. クロスtsnl'
1 )活用度評定と各業務関の関係
{lIj' JFJ皮詐定と各業務1Jのクロス
定期的な会議 (J肢員会議など)
|了1'14¥'生活業務の1:1で
その他
(支援計闘の許制li'見直し1寺)
(支媛i;j.mnの策定時)
達成状況を記録する)μ1Iの書式
ウース記録 (1二1il.~~) 
その他
(会議録者:)
(学期ごとのまとめ)
(未分類)
ノ，
1= 
迎に 2.31亘i
週に 1luJ 
.Iji )'Jfこ2-31TI1
択月に 1[11
1] 10 支提計
J支 2カ月に 1Ili 
1討を見返した 3-.4カ月に 118 
頻度(Nニ464) |汁!三に 1 1[
事後iHι印lîの II~': だけ
!日]1 :支担司会
示liを凡返した
JHILi 
(Nニ464
M/¥) 
I~!j %'(1支irr:
t干 11%'(1交nf
358 
220 (472%) 
289 (62.0%) 
26 (5.69'6) 
9 (1.996) 
2 (0.4%) 
15 
209 
48 (10.3%) 
354 (75.6%) 
20 (4.3%) 
5 (11%) 
2 (0.4%) 
13 (2.8%) 
54 
2 
1 (0.2%) 
5 (ll%) 
21 (4.59{) 
78 (16.8%) 
30 (6.5%) 
102 (22.0%) 
161 (347%) 
64 (13.896) 
107 (23.1 %) 
293 (63196) 
I~I j}i'{ を lj'{l~f:.とするため
会議などで見ることがけとめられてい
るため
当:~誤作成のため
その他
(許{lli.見jI'(しのため)
(i話しで干し、のため)
(状況が変わったため)
外部の専門家からのな見
ケース5己録(1= !i:[)の記述1)、j詐
Ye.J:itのι1:.iliJ;y f(Iにおける品近の紋子
心JIP候査などの十主主おけL
ても{支 I/.っている
少し役 1';:っている
あまり役立って~、ない
ほとんど投 l'j.ってl、ない
60 (12.9%) 
219 (.17.2%) 
46 (9 9(，l{) 
12 (26%) 
5 (U %) 
2 ().4 %) 
46 
6 (l.3(，l6) 
81 (17.8%) 
312 (68.6%) 
4 (0.9%) 
6 
10(:i 
287 (619%) 
62 (13.4%) 
9 
すりお!i来 日評定1r=-t:では. 1多職種Jから助言を
受ける (1コ<0.(1). I 支段目標(こ立しI~:~ 化した
で文民1'1il担を;il-し合う (pく0.(1). li守j頻度jで支
J支計jll1jを見返す (1コ<0.01)というJiij答が有意に多
かったい1J¥iHづ山咋では. I児主のu、白ITの支援計 Il!iJ
を策〉じ1守に肢も参考にする (p<O.01). Il~! 々の
i主!皮 :1犬 ~)L は特に l記録しな\.. i J (p<0.05). 11:場iI支J
でしか支援計iHliを見返さない (p<0.01)，作
成のためJに支援計WIiを見返す (p<0.05) という
!日i答が有志に多かった。一方で， I外部助言者の
有;iIH~ J および「事後許{l lI ill~f:に最も参考にする資料 J
と活用!支許定には関述が見られなかった (n.s.)口
2)支援計画の参照頻度と関連業務間の関係
支綬の参!~日 JU(度と|羽述業務 IIIJ のクロス集計
を去5に示す口!日jJmJ支1;:fでは。!多l[fi主将)から似J
さ;見J00.196) で、あったの
支援計iUUの活用度に|羽する主観的評定 lij 12 : !Ji(宏司'
は。「少し役立っているJ(61.9%) が最 信li寺に最も参
タにする資料
も多く，次いで 「とても役立っているJふ'=455部分
(22.8 ()6) ， 1-あまり役立っていないJ(13.4 )1([位向持)
%)であった。 li]13 : i/iI日!主
の主fi5l'i<)，:、1';1::
(N=464 ) 
、??? ?
を去4に示
児童養護施設における自立支控計画!の全国実態調査
表4 活用度評定と各業務簡のク口ス集計
番号 立iI~I 制定昨 A2町制定群 x2悦
少職柿昨 20 (-2.2)' 85 (16) 20 (0.3) 
IJ 5 1I職事f(i洋 54 (-0.3) 145 (-1.0) 43 (1.7) x 2 =14.161， dl==4. p=O.OO7"* 
多i蹴舵昨 31 (28)" 5'1 (-0.6) 6 (-25) • 
外部助言者あり
IIJ6 タトj¥IU)J三者なし
児i'i'tのIニilJ訪日Iにおける最近の操子
1:] 7 児主の以前の支長計l出i
J?!己)小主叶'"什-十ι州+村相1淡iY肝;カか、らのii芯~f山1刊削JI、資 1半判料5司ヰ|トφ (りJU主京i月;なとどご)
支J短左i 社i品臼際'((にこゴ1.お立ιhり}~点l~
1川i日昨:乃J8 定;矧り引J(作似的ド内1，)な会;議義 (J職政良会;議義なとどご)
1:'1日生活業務のベiで
1'立支段;j![li
達成状況を記録するJ)/JTJの古式
I/:J 9 ケース記録 (Flil.n
1=々の達成状況は判に記録しない
16 (0.5) 
89 (-0.5) 
65 (13) 
18 (-26)叫
13 (11) 
91 (28)“ 
55 (13) 
72 (1.7) 
55 (08) 
16 (1.8) 
87 (1.8) 
5 (-2.5)事
39 (0.2) 7し0.9)
242 (-0.2) 62 (0.9) X :!ニ0.958.df =2. Iコ=0.620
161 (04) 32 (-2.0)' x:! =4.939. dfニ2.p=0.085 
78 (0.3) 28 (26)" X"=1O.96l.clf=2.p=0004" 
25 (-0.7) 6 (ー(3) x :! = 1.22，1. df=2. ])=0.5/12 
216 (心.7) 47 (-2.3)' x '=10.415. clf=乙p=O005" 
138 (0.7) 2L1 (-2.4) 事 X2 =6365‘dfニ2.pニ0.04ド
174し05) 39 (-1.3) x 2=3.564. df=2. pニ0.168
125 (-06) 
26 (-1.2) 
218 (0.3) 
36 (08) 
Xソニ0.682.df=2. j)エ0.711
X L =3.364. clf=之p=0186
xニ8.132.df=2. p=O ()l r 
X L =8.240. df=2. p=O 016' 
31 (-0.2) 
6 (-06) 
45 (-2.6) 
13 (1.9) • 
45 (5.5)" 5/1 (-2.7) 叫 7(-28) 村
59 (-1.7) 187 (1.5) 44 (0.0) 
l(-44)判 44 (12) 19 (3.5) 叫
r牟とどごもの支J援乏Ic社二J砧叫標をi時l4能1在認;
IJ 会議などで見ることが決められているため は (-0.3) 37 (0.0) 10 W.3) x 2=0.152. dfニ2.p=0927 
1 書類作成のため 42 (-18) 134 (00) 41 (21) か X L =6074. df=2. p=O()48" 
~I~t官の生活j詰 H!iにおける品近の校了 32 (01) 193 (0.1) 44 (-0.7) x ! =0.460. clfニ2.p=0795 
I:J ケー ス日己鈷 (1:I，t.nの記述内存 19 (02) 48 (-0.6) ]，[ (06) x"ニ01175.clf=2. p=0789 
12 {むの職員からの昔、見 8 (-()9) 29 (01) 9 (09) x.!ニ1.307.clf=2. p=0520 
括弧1)、j の数前は mN1~2 済み残去ていあり 1 大才一は観測が{が!!J仔'drli よりも有志に多い来日み合わせを示すめ
家(よ千水準であ f). "(j: p<()O上事は p<()β5を示す。
会'jJHiI支i'(o
WJ 11!ml!Ii洋10 ，.~ 'h~ 
低JW立il
x "=48.173. cI[=4， p=O.OOO" 
ベli_l_!
訂「勺 ? ?
? ? ??
?
表5 支援計画の参照頻度と関連業務関のク口ス集計
1 椴7i
1:] 10 
i~!jJml主 i~r: Ijl 頻IYJ洋低JH4 1立 1~下
少J[削i[i昨 15(-34)叫 81 (06) 28 (3.3) 
1日5 Ijl職将i作 62 (]3) 155 (0.4) 25 (-23)' 11. =20.182. clf=4. p=O.OOO" 
多l殻{i訂作 29 (2 j)取 53 (-12) 10 (-03) 
支持1I日:にf，i;/i化した会議(ケー ス会議など) 92 (26)時 計9(-11) 14 (-17) x!. =7.787. clf=2. p=0.020‘ 
I:J 8 定HJ['jI.)ij会議(職員会i議など 58(]7) 138 (01) 22 (-22)事 X ! =6337. c1f=2. p=(].Oij2' 
H':;i;!I:ili業務の1Iで 72 (13) 172 (-16) 12 (0.7) x L=2.657. clfニ2.p=O 265 
i'I 1/'.;と;短計Jllij 50 (0.5) ]27 (-08) 31 (O.O) x;: =()754. c1f=2. p=0686 
達成Ir況を;ii.:(r!，する，J/IJの{I'iJ¥ 18 (25)事 28 (-0.7) 之 (-2.0) 傘 X !.=8.634. clf=2. p=O 01:3・I!J9 ~"~"":~，~，"~':":'， ケー スl記録 (1誌) 87 (17) 22:3 (0.(-) 39 (-28) x ! =9.255.亡If=2.1)='0010容
ii ノJ の]主 IJ'\(Ih)[ は ~n !二"己似しなし、 8 (-]5) 3o (-1.2) 1(:i (:3.6) 村 x:! =13471. clf=之ρニoβ01
fどもの支Jを1I +:~':を吋 it{!，~するため 99 (J7)“ 235 (0.5) 3/1 (-53) 日 X : =35.125. df=之p=O.OOO・eI:J 
会l活などで見ることが決められていたため 7 (-23)' 47 (2.6)" (:j (心.8) χどこ7085.ci[=2. p=O 02ザ
1 1;恕[fl:1ιのため 1[5 (-ll) 133 (-0(:j) :37 (2之)' x ; =5.237. clf=2. p=O 07:3 
i/i'JIJII大!のおdp'l は i;I ，\J~主流み民主であり 1 太・は fIJliWJ1p'Iが J iJJí'.'Jイ11'1 よりも千f.'立に多いk:lみfTわせを/J;す
訟は1f.t!:Jj(iV;であり回目は iコく0.01.'は p<005を/j(すれ
を受ける (p<O.OS)、1-1妥1j')告に化した会
で支援Uj'yNをiEし介う (pく0.(1). I達成:1犬j兄
を るす/Ji=J る (jコく0.(5).IF 
どもの支援 1悼を るためjに支ほ三I-Fl!jを事:
[[択する (p<O.Ol) という 1芥が有志に多かった
11頻J支出iでは。 I会議などでよよることがiJとめられ
日7
子どもの虐待とネグレクト 第 18巻第 l号 2016年5月
※数字とそのIlまれた鋲j或は各カテゴ
リーを示す。
※|司ー カテゴリー !大jの実線はIfiJじカテゴ
リーにおいて共起関係にある誌を示
-l-
※ l/i~ なるカテゴリーを科;ぶ{i)Ji.れi は~:己なる
カテゴリーにおいて共起問{系にある計;
を三jミサー。
図1 自由記述全体における支援計画の工夫および意見の共起ネットワーク
ていたためjに を参照する (p<O.01) と
いう回答が有志、に多かった。低頻度群では， 1少
りからしか助言を受けない (p<O.Ol)，1日々
の:i1E)或;/犬O-Lは特に記録しなし，j(p<O.Ol)， 
作成のため」に支援計画を参照する (p<O.05) と
いう 1]答が有志に多かった。
3. I~IIII~記述のえ!'J1tテキスト分析
I!-III~I 記述全体におけーる の夫およ
見の包ネットワークを凶 1に示す。共j足ネット
ワークにおける全体的な共起組向から，支援計ドli
についての工夫やj主見に関して 9つのカテゴリー
が~'11111わされた。「カテゴリー 1 Jでは， /-二iこども」
と II~I 立jI支援J1計u1jjの「目標」を「作)Jじ
すること等の工夫が記j主されていた。「カテゴリ
2jでは 1 支按耐を「兄直1-j1必、 牲を
じるj与の75、見が記述されていたり「カテゴリ-3 j 
では「ケースJ1 ~i己 j:込」をパソコンで処翌日して「施
[全体jでの「ウースJ1会議Jに反映させる
ことで ιi!lfiJと「見直しJをする等の l二夫が記
s 
述されていた。「カテゴワ-4Jでは， fj豆HJJ[eJ 
1禁や現在の「課題jを[達成」することや 既定
の書式をより「具体J的で「記入j しやすい
式Jに作り直すこと等の工夫が記述されていた。
「カテゴリ-5 Jでは， 1担当J者以外の職員の「意
見jを/1れ 1て「考えるj等の工夫が記述されていた。
「カテゴリ-6 Jでは，職員間での「情報」の「共
有」が重安である等の意見が記述されていた。「カ
テゴリ-7 Jでは。「策定」しでも職員I1IJ
生じる，あるいは振り返りが I切にできないな
とずでJ二子今く活用されない i現状jについての意見
が記述されていた口「カテゴリ-8Jでは，複数
のj限員で「内容jを川あする等の工夫が記述
されていた。「カテゴワ-9 Jでは 1[1々」
務の多i亡さ，子どもの 1=1々 Jの成長について記
述されていた。
本調査のあ!;当さから冒 全PHの におけ
る支抜計i血!の策定・併Ii認・に関する
の実態を|明らかにして，各業務過程と支援計闘を
日常生活支援に適用することに関する職員の主観
的な効果評定との関連について検討した。 以下で
は，本研究の結果について「子ども自
ガイドライン(以下ガイドライン)J (児童自立
支援計匝i1iJ!究会， 2005) で示唆された内容を踏ま
えながら考察する。なお，支援計耐を効果的に日
常生活支援へ適用するという観点から，クロス
された各業務過程が支援計画の評
価に影響を及ぼしているという順序性を仮定して
を示{みる。
ト施設内外の多くの職種から助言を得られる
環境整抗告の必要性
単純集計の結果から， 半数~JJ二となる約 52%
の職員が2，3のlfiiX種から助言を受けており， 4 
JD法位~JJ二の多くの職種から助言を受ける職員は約
20%であったりクロス集計の結果では，
にi自主Ffiliを与えると多くのln故干重から日DJ言を受け
るi!手間に正の相関が認められた。したがって，多
様な職種からの助言が支援計画を生活支援に活用
することと関連する可性が考えられる。このこ
とは，ガイドラインにおいて， I担当i扱員以外の
すべての職員が参加して組織的に検討することを
推奨しているjことや，計量テキスト分析の「カ
テゴリ-5 Jにおいて「策定担当者以外の意見を
まえて考えることJが工夫として挙げられてい
ることからも示|唆される口しかしながら，士i三数以
上を IJ:iめる 2，3のj政樟からWJ言を受けるj平にお
l，エては，支援計画のがII 支にとどまってい
る口つまり，多lfj別立{O)意見を統合するためのj京
が多くの施設においてまだ構築されておらず。支
援が役立っていないとは言えないまでも Itp.l)
くで、きる状態にまでおliびついていないのでは
ないかと考えられる。また，本iJI究においては，
外部助言者の有民と主倒的効果許定とのI¥Jに，関
連は認められなかったりしかしながら 単点In集
の結果から，外日VJ言者ありとする昨が約 1496
であり。 Jtl犬では外部助言fiを有しない施設のブJ
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が多いため，一概に外部助言者の存在が支援計回
の効果評定に影響を及ぼしていないと結論づける
ことは難しいと考えられる。さらに，職種別にみ
ると，支援計画が公的書類であるという性質を持
つため管理職からの助言が約 77%と最も多いが，
次いで心理!肢から助言を受け'る ln能員も約 63%と
半数以上を I~ヨめていた。したがって 4 今後
i散や心理l肢を対象とした I~!:i'i:支援計画策定におけ
る実態調査を行い，管理職や心JilPft設が支援に
す役割をi明確にしたj二で、 施設内外の多様な
械設から意見を収集および統合するための環境終
怖が必要で、あろう。
2. 支援目標を高頻度で、見返すためのケース記
録犠式の改良の必要性
を見返す度に関しては， 2， 3カ月
から半年に 1mlと回答した職員が約 63%と
以上で、あり，月に 1Iij以上の高頻度で、見返すと罰
した職員は約 23%であったりまた.約 14%は
事後三千1ilの時だ、けしか見返さないという実態も明
らかとなった。クロス集計の結果では， これらの
を見返す頻度と支援計画に与える評価の
高低間で正の相聞が認められた。支援計画を見返
したど11.佐i に関しては，子どもの支援 I~I 擦を確認す
るという J町二1が約 80%でありー約 47%
成のためという理由であった。クロス集計では、
それぞれの理由と支媛計匝iを見返す頻皮肉で正の
相関が認められた。これは 支援計画iを見返すこ
とは!とi常生活支援における支援 1]棋を確認すると
いう 1)マインダの役割があり， ]~J に 1 11 tJ、上の I(!IJ
で見返すことによって，その役割が果たされ P
支援計~In を高く tFI吋illi する傾向につながった可能'1''1:
が考えられる。一方で，その役WIJが業務の多忙さ
等の他のまリで阻害されたj訟に.書類作成のため
{後麦三司:1判i
えられた O また‘約 13%であるが，支援を
などで見ることがi:Jとめられている詐と 1I1 支
の頻度で見返すで'Iの相関がi辺、められたっし
かし。 この1(1頻度目下と支段五に与える討イIliliJで
は関連が認められなかった。つまり‘会議などで
??、 。
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見ることを義務づけるだけでは会議のヰiだけで支
援計画の役割が完結してしまい， 日常生活支援に
棟以外にも話し合うべき話題があるため，その1:1
で支援自襟について定期的に話し合う時間を確保
おける支援目標のリマインダとしての役割が十分 することが難しいために，支援計画に与える評価
に果たされない可ー能性が考えられた。
このような現状を踏まえると，ケース記録等の
より高頻度で確認する媒体に支援目標を記載する
ことが効果的ではないかと考えられる。その理由
として，支援目標の達成状況を記録する際に，約
76%がケース記録に達成状況を記録しており，専
用の書式を使用する職員は約 10%であった。ま
た， クロス集計では，支援計画を高頻度で見返す
群と達成状況を記録するために専用の書式を使用
する 1洋間でJ~の相関が認められた。これらのこと
から，多くの施設で頻繁に使用するケース記録等
の記録媒体に支援目標の達成状況を記録できるよ
う改良することで，支援目標のリマインダとして
の役割をケース記録も果たせる可-rn~tl::があるとも
考えられる。例えば，佐々木・野jg (2014) は，
支援目標の達成状況をOxなととの簡易的な形式で
パソコンに記録できるようにケース記録様式を改
良して T その結果をケース会議で参照することに
よって.異なる職員問で;i己主への一員ーした支援の
実施がICITtfEになったことを示している。このよう
に.効率的に，達J~;I犬がE を百己主jい共有できるように
ケース記録様式を改良することは，支援目標を高
頻度でMí~認して EI 常生活支援に活用するために効
果的に機能することがj切符され，実il'支およびその
効果検証がW1待される口
3. ケース記録を活用した効率的・効架的なケ
ース会議運営の必要性
支ぼ 1=椋の話し合いに!有する業務では， 単純
集計の結果から、約 77%の職員がケース会議な
どの支援日標に焦点化した会議で、話し合ってお
り. クロス集計の結果から，ケース会議で支援目
j禁を i話し合う昨と支媛計画に i吉を与える Tn~rlj 
で正の杵1均がj，なめられた。一方で，支援i二!襟を職
員会議や"ミhi業務で、し合う場合には，支援
gl-lolIに与える元P:I!liの高低と関連が認められなかっ
たのこれは J隊員会議や 1:::1常生活業務で、は支援日
????
と関連がなかった可能性が考えられる。また， EI 
常生活業務で、は，先述した多様な!被種からの助言
は受けにくいことや 他の職員との共通理解を図
ることが凶難になる可ri日空も懸念される。ガイド
ラインでは曾 i担当以外のi倣員が支援目標や方法
について共通理解をすることが推奨」されている
ため，支援目標の検討に関しては，支援目標を話
し合うことに焦点イヒしたケース会議で話し合うこ
とがやはり必要であると考えられる。そのiZTに，
より効率的・効果的にケース会議を運営する工
の lっとして， テキスト分析の「カテゴリー
3Jにおいて示された， iケース記録をノfソコン
で処理して，その結果についてケース会議をnJし1
て i隊員 1 1\1 で情報共有を I~ ること j が重要ではない
かと考えられる。これによって，先述した支援自
僚のリマインダとしてケース記録を活用するだけ
でなく，ケース会議を効率I~II，] .効果的に運営する
ための資料として用し】ることも可能となる。しか
し森本ら (2009)は，現在の施設におけるケー
ス記録は各施設で多様かつ自由記述に依存してお
り， それカワJ-'好I:tを有ーする記迭の枠組みに位
置づけられていない場合，全体像把短の1~~~1民のな
し=記述になりがちであり，第三者には利):討しづら
く，児童に必要な支媛の一真性，継続性， また支
援水準維持に危うさを残すt}\!i~であると指摘して
いる。さらに，森本ら (2009)は，幾人かの職員
によって '~I j=!=jに記述された記録を読み解きながら
スーパービジョン等のために記録を新たにf:ド成す
るなど記録に関して非効率的な業務の現状があ
ることも指摘している。つまり)主成;Iki兄をケー
ス記録に記入しでも各職員の主観に依存して記録
としての客観性が担保されないために，ケース
録の記述から客観的に達成;I)~;冗を庁Hillíすることが
できず可支援計iリu を生活支援に ~lrÎnJできなくなる
可能性が考えられた。先述した支j乏i二!襟を 1'f1J頻度
で見返すことと合わせて， ケース記録ねりえの改良
が今後の安な課題の 1つであろう。
4. 本研究の臨界と課題
本研究では支援計画の業務過程に関する単純集
クロス集計， 自由記述データの分析に焦点化
しており，各業務過程に関する構造上の独立性は
保たれていないため，支媛計画の許1iliが各業務過
程の伯汀白]に;;;矢野を及ぼしている可能性も考えられ
る。そのため，本調査研究の今後の課題として以
I~' の 4 点を挙 (f、る。
]つは，都道府県日Ijおよび施設形態別での集計
を行い，その差呉を|何らかにすることである。こ
れは， 自立支援計ドlITを活用するために有効な施策
を明らかにするとともに， どのような施設環境
下でJ二記の業務過程が実施されやすく，あるいは
実施されにくいかを明らかにするために必要であ
る。
2つi三!に，本調査における策定・事後評1i[JI1寺に
参考にする資料の頃目については. 3位までの部
分Jlft位回答をHJし1たが，最も重要な資料が何であ
るかという実態をi切らかにした上でj三観的な効果
との関連を明らかにするという観点から，本
1iJIヲどでは 11立のみしか扱っていない。部分JIIi'[t;i: 1m 
i与の性質を活かして 2位. 3位の資料も含めたよ
り多角的-主将1'ワ-総合的な解析が必要である。
3つ目に，本調査では 支疑目標の{頃i白jについ
ても調査を行っており， I;i宗等の児童の支援ニー
ズに JJ~; じた支援目標の傾向を明らかにすることも
必要である。
に，本研究では l施設職員 21':'，の主観的な
効果fH勺とを!lJし、たため， より客観的な指標を)!J~ i 
て 1=常生活支媛に支段HI"TlHを効果的に吊J+Jする
ための業務過ぞi!の分析が必要で、ある。
V 結
1'立支j愛計 Wljの策定-併.iVHllIにriJする業務
の尖をゆ]らかにした。特に，ケース記録を支伝
IJ僚の達成伎が容倒的に記録できる形式にして
ケース会議でJl己主の変化を振り返ることが重要で
あり，その具体(1なな子法および効不(1'0.効県(1せな
業務過程の検討のす今後の訪日;}iとして挙け、られた。
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AbsLγαι{ 
A nationwide survey on independent living service plans for children at children's 
homes: An application to daily living assistance for children 
1n 13Le ye21rs ir is m21nd3tory for children' s homes in J21p3n LO wrire up 21n independent living 
service (ILS) pl3n for e21ch child in c21re， which is considered si乞nificantlyimpon21nr. To reveal 
rhe actual work process of making， monitoring， and ev21luating ILS pl21ns for children in care， we 
conducad 21f21ct-自ndingsurvey nationwide. The panicipants ¥ヘrere470 workers at cbildren'~ぅ homes ，
who completed a Cjuestionnaire. As a result of statistical analysis， the workers sho¥ved positive 
attitudes towa1'd ILS plans mainly in 3 circurnstances. First， they 1万ndedto rhink that ILS plans 
were more helpful fo1' their ¥'o1'k when receiving advice fr0111 111ultidisciplinary professionals 
Second. the workers who h21d opportunities to share rheir cases with others at case conferences 
were 1110re positive abOlll ILS plans. Third， the workers tended w consider ILS plan~ぅ llseful
when ILS plans ¥vere 1110nitored at high freCjllenC)T. ¥vhich is 0日cea 1110mh. 1n conclllsion， in orcler 
¥0 flly ltilize ILS plans for children at children s homes， itis sllggestecl that we ShOlllcl prepare 
21 work envilひnment.where we can monitor case goals at high freCjllency， record， and share case 
goals with other ¥ヘrorkers
1n conclusion， preparing ¥ヘ701'kenvironments in that the chilclren s performances were 
monitorecl [requently as well as that the staf[s were able to efficiently record ancl share each 
other'sじases¥ヘrereshown to b己 important¥vhen utilizing the self-reliance support plans iη
resiclen tial cares in ] apan 

